
総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧
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②
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③
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④
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⑦
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主なもの 担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

1 1 1 1
農業の後継者、担
い手の確保の状況
を示す指標

人 116 151 178 196 216 181
一関地方新規就農者育
成・確保対策チーム調査
による（累計）

年13人の担い手の確保を
目指す

新規就農者支援資金
貸付金

農政課
Ｈ27年度末目標数値を平成25年度で達成し
た。今後も年13人以上の確保を目標に対象者
の掘り起こしを続けていく。

2 1 1 2
農業振興対策の状
況を示す指標

人 1,065 1,043 965 964 959 1,200
地域ごとの認定農業者数
の積み上げ

一関市担い手育成総合支
援協議会アクションプロ
グラムにおける目標数値

担い手育成対策事業 農政課

新規掘り起しや認定期限満了者への継続の働
きかけを行っているものの、農業者の高齢化
及び法人など組織化の傾向が見られることか
ら、毎年減少傾向にあり、目標数値を満たす
ことは困難と判断される。

3 1 1 3
農業の担い手の確
保状況を示す指標

社 51 52 51 55 61 65
地域ごとの農業法人の積
み上げ

一関市担い手育成総合支
援協議会アクションプロ
グラムにおける目標数値

農政課

農業法人化した組織はあったが、法人化を目
指している組織の法人化時期を延長するな
ど、平成27年度の目標数値を満たすことは困
難と判断される。

4 1 1 4
農用地の担い手へ
の流動化を示す指
標

％ 34.2 35.7 34.4 38.2 39.7 55.0

農業経営基盤強化促進法
に基づく実態調査による
認定農業者、特定農業団
体への集積率

利用集積率＝（担い手の
自己所有面積+担い手へ
の利用権設定等面積）÷
農用地面積（上期基本構
想目標数値）

農政課

平成26年度から開始した「農地中間管理事
業」により、圃場整備地区を中心に新たな集
積が進んだものの、市内農用地面積の多くを
占める中山間地域の圃場は農地の受け手の確
保が困難であり、集積の進捗に課題がある。

5 1 1 5
振興作物（野菜）
の振興対策の状況
を示す指標

ha 74.5 75.9 81.9 76.3 75.4 83
JAいわて南農協及びJAい
わい東農協のデータによ
る

平成24年度までのＪＡい
わて南及びＪＡいわい東
の目標に準拠。それ以降
は産地維持を図る。

野菜花き生産振興事
業

農政課

平成24年度に葉たばこ廃作農家を野菜に誘導
し、一時的に面積拡大となったが継続されな
かった。しかしながら、生産者の高齢化、担
い手不足の中、新規栽培者の確保に努め、産
地の維持を図っている。今後も、継続した新
規栽培者の確保、大規模生産者の育成を図
る。

6 1 1 6
振興作物（花き）
の振興対策の状況
を示す指標

ha 79 72.7 70.5 67.5 69.0 85
JAいわて南農協及びJAい
わい東農協のデータによ
る

平成24年度までのＪＡい
わて南及びＪＡいわい東
の目標に準拠。それ以降
は産地維持を図る。

野菜花き生産振興事
業

農政課

生産者の高齢化、担い手不足により、生産
者、面積ともに減少傾向にある。平成26年度
から県単補助事業のりんどう産地活性化応援
事業により、面積の拡大が図られた。新規栽
培者の確保が難しい品目であり、新植を奨励
するなどして、産地を維持していく。

7 1 1 7
振興作物（果樹）
の振興対策の状況
を示す指標

ha 264.1 253.9 247.6 182.5 177.0 266
JAいわて南農協及びJAい
わい東農協のデータによ
る

平成23年度までのＪＡい
わて南及びＪＡいわい東
の目標に準拠。それ以降
は産地維持を図る。

強い農業づくり交付
金事業（産地競争力
強化総合整備事業）
果樹経営支援対策事
業（産地協議会事
業）

農政課

生産者の高齢化、担い手不足により、生産
者、面積ともに減少している。新規栽培者の
確保が難しい品目であり、今後も減少してい
くと思われる。今後は、わい化への改植を進
めながら、作業軽減を図り、産地を維持して
いく。

8 1 1 8
肉用牛振興対策の
状況を示す指標

頭 10,167 9,837 8,692 7,760 5,529 10,560
岩手県主要家畜飼養戸
数・頭数調べによる

一関市酪農・肉用牛生産
近代化計画における目標
数値

畜産担い手育成総合
対策事業
繁殖牛生産振興対策
事業

農政課

飼養者の高齢化により、飼養戸数、頭数とも
に減少しているなか、子牛頭数の全国的な素
牛不足により、今までにない高値で取引され
ている。当分この市場価格で推移する見込み
であることから後継者、担い手を中心に多頭
飼育を目指す者は出てきているが、小規模農
家の飼養中止は進むものと思われる。今後は
公共牧場を活用し、低コスト生産を進めなが
ら大規模経営体の育成に努める。

①
指標項目

新規就農者数

認定農業者数

農業法人数

農用地の利用集積率

振興作物（野菜）の
作付面積

振興作物（花き）の
作付面積

振興作物（果樹）の
作付面積

肉用繁殖牛飼養頭数
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9 1 1 9
酪農振興対策の状
況を示す指標

頭 3,797 3,351 3,572 3,524 3,195 4,760
岩手県主要家畜飼養戸
数・頭数調べによる

一関市酪農・肉用牛生産
近代化計画における目標
数値

畜産担い手育成総合
対策事業
酪農振興総合対策事
業

農政課

飼養戸数の減少に歯止めがかかり、担い手が
確保されている農場で規模拡大等を行い、飼
養頭数の維持がなされている状況。今後も新
規経営体は見込めず、年々飼養戸数、頭数の
減少が予想される。

10 1 1 10
農業振興対策の状
況を示す指標

％ 53.5 54.5 55.4 39.0 40.1 70.8
”新”いわて農業農村整
備計画の実績

目標整備率＝（整備済面
積＋整備計画面積）÷整
備可能面積

県営整備事業、団体
営整備事業等

農地林
務課

現状は国平均(63.2)、県平均(51.1％)を大幅
に下回っている。今後も基盤整備事業を積極
的に推進し、水田整備率のさらなる増加を目
指すが、農業農村整備事業の国予算大幅減の
影響により、水田整備率は微増が予想され、
本年度末で目標70.8％の到達は困難な状況で
ある。

11 1 1 11
森林の保全状況を
示す指標

ha/
年

654.3 521 472.9 415.62 280.69 550
公有林整備事業、民有林
間伐等促進事業等の実績
による

毎年、同程度の間伐実施
面積を目指す

公有林整備事業、民
有林間伐等促進事
業、森林整備加速
化・林業再生基金事
業、環境の森整備事
業

農地林
務課

人工林約32,000haのうち約23,000haは間伐が
必要な４～９齢級となっており、計画的な間
伐の実施に努めているものの、木材価格の低
迷等により高齢級での間伐が進まない状況に
ある。
また、平成27年度分の森林整備に係る国庫補
助等が、激減し、予定していた間伐量を実施
できない見込みとなっている。

12 1 2 1
高い品質を求める
姿勢の高まりを読
みとる指標

件/
年

789 834 803 856 910 750
（公財）岩手県南技術研
究センター実績による

毎年、同程度の試験分析
数を目指す

工業課

専任の技術スタッフを常駐して以降は、順調
に利用実績を伸ばしていて、既に目標数値で
ある750件を超えている。
27年度は、創立20周年を迎えることや、企業
ニーズにより機器整備を行うことから、更な
る分析件数の増加が見込まれる。
また、分析技師（臨時職員）を1名増員した
ことで件数の増加以外にスムーズな対応につ
いても期待できる。

13 1 2 2
技術力の向上等を
目指す姿勢の高ま
りを読み取る指標

社/
年

2 2 4 3 2 5
（公財）岩手県南技術研
究センター実績による

年間5社の共同研究を目
指す

貸研究室整備事業
（平成19年度完了

工業課

毎年、共同研究の実績があるものの、現時点
で目標値は達成していない。
一関高専等と連携し、地域企業の新製品や新
技術の開発はもちろん、隣接する貸し研究室
の利用と合わせ、起業を考えている方の支援
や協力など共同研究についての周知機会を増
やすし目標達成を目指す。

14 1 2 3
就労の場の増加を
示す指標

社 13 17 18 20 21 20 実績による
市内工業団地等へ累計20
社の誘致を目指す（Ｈ18
からの累計）

工業課
平成25年度末で目標数値である20社の誘致を
達成することができた。今後も更なる誘致を
目指す。

15 1 3 1
若者の地元定着状
況を示す数値

％ 54.8 52.0 54.7 49.7 52.0 60.0
ハローワークの職業紹介
状況により集計

管内就職率60％を目指す
一関商工会議所雇用
対策事業補助金

労働政
策課

関係機関との連携や各種施策の実施により
50％以上が地元定着につながっている。目標
数値達成に向け、今後も各種施策の実施及び
関係機関との連携を図っていく。

16 1 3 2

職業訓練施設を活
用した労働者の技
能習得及び職業能
力開発訓練の機会
の拡充を示す数値

人日 35,188 27,594 24,517 25,840 24,945 40,000 各施設報告により集計 おおむね10％増を目指す 職業訓練関係事務
労働政
策課

普通課程、短期課程等の訓練者の確保が難し
い状況にある。訓練内容の充実や各種訓練の
周知等について関係機関と連携し訓練者の確
保を図っていく。

乳用牛飼養頭数

水田整備率（30㌃以
上区画）

間伐実施面積

(公財)岩手県南技術
研究センター試験分
析件数

(公財)岩手県南技術
研究センター等との
共同研究数

誘致企業数

新規高卒者の管内就
職率

職業訓練施設におけ
る訓練修了延べ人数
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17 1 4 1
中心市街地の活性
化対策の効果を示
す指標

％ 24.9 25.65 26.68 25.67 25.88 25.0 空き店舗調査
増加傾向にあることか
ら、現状維持を目指す

商店街にぎわい創出
事業補助金
商店街活性化補助金
空き店舗入居支援

商業観
光課

事業者の高齢化により商業から撤退する方が
多く、空き店舗率が微増した。

18 1 4 2
卸売り・小売業の
年間商品販売額

万円 19,070,379 19,070,379 19,070,379 19,281,400 19,281,400 19,070,379 商業統計調査
減少傾向にあることか
ら、現状維持を目指す

商店街にぎわい創出
事業補助金
商店街活性化補助金

商業観
光課

長期的にみると減少傾向にあることから、現
状維持を目指す。

19 1 5 1
観光業の振興対策
の状況を示す指標

万人
回／
年

227 202 204 203 212 234
各施設などからの報告に
よる

(H22の数値の)
3%増を目指す

観光振興計画策定事
業、仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン開催事業

商業観
光課

集計方法による違いはあるが数字で見れば入
込数は回復してきている。ただし主要観光地
の入込はほぼ横ばいなので積極的なPRが必
要。また各種イベントでの集客を増加させる
ことで目標に大きく近づくと考えられる。

20 1 5 2
観光業の振興対策
の状況を示す指標

万人
回／
年

11 19 15 13 11 14
各施設などからの報告に
よる

岩手宮城内陸地震前（Ｈ
19年）の実績を目指す

観光振興計画策定事
業、仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン開催事業

商業観
光課

観光宿泊者数は年々減少傾向にある。仙台・
宮城DCが終了し、関心が薄れてきているのが
原因と考えられる。

21 1 5 3
観光業の振興対策
の状況を示す指数

万人
／年

33 35 35 31 29 39
温泉郷各施設からの報告
による

岩手宮城内陸地震前（Ｈ
19年）の実績を目指す

観光振興計画策定事
業、仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン開催事業

商業観
光課

一関温泉郷入込数は年々減少傾向にある。仙
台・宮城DCが終了し、関心が薄れてきている
のが原因と考えられる。

22 1 5 4
観光客の受け入れ
態勢の状況を示す
指標

人 93 84 85 78 71 100 各団体の会員数
現状維持(100人程度)を
目指し、現体制の充実を
図る

観光ボランティア団
体補助金

商業観
光課

ボランティア度登録者の増減があるため、今
後もボランティアガイドの養成に努め、ガイ
ド団体の要請を担っていく。

23 2 1 1
自治会活動の状況
を示す指標

％ 76.1 82.4 88.0 87.6 89.3 90.0
自治会等活動費総合補助
金申請実績による

90％を目指す
自治会等活動費総合
補助金

まちづ
くり推
進課

自治会が取組む年間を通じた活動に大いに活
用されている。今後も自治会活動の維持や活
性化のため、引き続き支援していく必要があ
る。

24 2 2 2
障がいのある方の
地域支援を示す指
標

人/
年

733 784 839 866 917 1,100 給付実績による
一関市障がい者福祉計画
による

自立支援介護給付事
業

福祉課
相談体制事業の充実と、日中一時支援事業の
充実を図り、更なるサービスの向上に努め
る。

25 2 2 3
障がいのある方の
地域生活移行を示
す指標

人 29 34 34 11 25 65 実績による
一関市障がい者福祉計画
による

福祉課
地域生活移行後の安心した暮らしを支援する
ため、相談支援等の提供体制の整備と充実を
図っていく。

中心市街地空き店舗
率

年間商品販売額

観光客入込数

観光宿泊者数

一関温泉郷入込数

観光ボランティア登
録者数

自治会等登録団体に
占める事業実施団体
の割合

障がい福祉サービス
（日中活動系）の利
用者数

施設・病院から地域
生活への移行者

3 
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26 2 2 4
障がいのある方の
就労支援を示す指
標

人 6 8 6 5 10 12 実績による
一関市障がい者福祉計画
による

知的障害者福祉工場
建設費償還補助金

福祉課
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援
や職場定着を図るための障害者就業・生活支
援センターの支援を積極的に推進していく。

27 2 2 5
地域福祉活動への
住民参加を示す指
標

人 1,550 1,552 1,219 1,179 1,043 1,700
ボランティアセンターへ
の登録者数による

10％増を目指す
長寿社
会課

減少傾向にある。
団体の活動休止、会員（登録者）の高齢化等
により、今後も減少が見込まれる。

28 2 2 6
地域福祉活動への
住民参加を示す指
標

団体 335 339 335 348 350 370
社会福祉協議会への登録
団体数による

10％増を目指す
長寿社
会課

微増傾向にある。
平成27年度の介護保険法改正を受け、「住民
運営の通い場」つくりが今後も求められる。

29 2 3 1
ファミリーサポー
トセンターの状況
を示す数値

人 392 430 447 450 483 420 実績による
東部地区への普及に努
め、事業立ち上げ時の目
標達成を目指す

ファミリーサポート
センター運営事業

子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

30 2 3 2
放課後児童対策の
充実状況を示す数
値

箇所 16 17 17 16 17 17 実績による 全地域への設置を目指す
放課後児童健全育成
事業

子育て
支援課

平成26年度より全地域で実施中。

31 2 3 3
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 25 26 26 25 27 27 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

32 2 3 4
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 6 8 8 8 8 10 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

33 2 3 5
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 28 28 30 32 33 29 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

全地域で実施された。

34 2 3 6
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 1 1 1 1 1 8 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

福祉施設から一般就
労への移行者数

市民ボランティア登
録者数

ふれあいサロン数

ファミリーサポート
センター登録会員数

放課後児童クラブ設
置数

延長保育実施保育所
数

一時的保育実施保育
所数

乳児保育実施保育所
数

休日保育実施保育所
数

4 



総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№
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野
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本

計
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類
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標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
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⑨
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末現在

⑩
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⑫
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⑥
目標数値
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度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの 担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

①
指標項目

35 2 3 7
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 9 20 17 16 17 12 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

36 2 4 1
防災への取り組み
を示す指標

箇所 230 233 261 267 265 274 実績による 全避難所整備を目指す 避難所標識整備事業
消防本
部

26年度末避難所数　267施設（25年度末から
２施設減）
看板未設置の２施設については、避難所指定
の解除等を検討していることから設置しない
方向であるため、目標数値は達成とする。

37 2 4 2
防災への取り組み
を示す指標

棟 324 495 523 571 597 500 実績による
毎年50棟（250棟）の実
施を目指す

木造住宅耐震診断事
業

都市整
備課

目標は達成しているが、今後も広く事業の周
知を行う。

38 2 4 3
防災への取り組み
を示す指標

％ 82.9 85.1 89.1 92.2 92.3 100.0 実績による 全世帯組織を目指す
自主防災組織育成事
業

消防本
部

自主防災組織の結成促進については、今後も
展開する。
新たなステージとして、災害活動ができる自
主防災組織の育成にシフトして行く必要があ
る。

39 2 4 4
防災への取り組み
を示す指標

％ 64.5 68.1 94.4 56.2 32.3 100.0 実績による
全組織で訓練の実施を目
指す

自主防災組織育成事
業

消防本
部

東日本大震災から４年目となり、防災の意識
が薄れてきて訓練の実施率の低下につながっ
ていると分析される。
しかし、現実には多様な災害が発生している
ことから、訓練方法の周知や実施に向けた取
組みに力を注ぐ必要がある。

40 2 5 1

自動体外式除細動
器（AED）を含む心
肺蘇生法の市民普
及を示す数値

人 53,852 58,346 63,143 67,460 71,987 64,285 実績による 人口の半数を目指す
応急手当普及啓発事
業

消防本
部

応急手当普及啓発は、事業所、自主防災組
織、学校等、幅広く開催されている。
今後は定期的に更新される応急手当の内容に
準じて、指導要領を見直し、市民に普及啓発
していく。

41 2 6 1
防犯体制の状況を
示す指標

カ所 612 617 617 613 634 620
一関、千厩両警察署の設
置状況資料による

一般地域にあっては概ね
１００世帯に１箇所

生活環
境課

各地域等の協力により、目標は達成された
が、今後も引き続き協力を求めていく。

42 2 6 2
防犯体制の状況を
示す指標

箇所 1,076 1,172 1,155 1,187 1,142 1,076
一関、千厩両警察署の設
置状況資料による

児童数、学校の統廃合等
が予想されるが、現状維
持を目指す

生活環
境課

各地域等の協力により、目標は達成された
が、今後も引き続き協力を求めていく。

43 2 6 3
歩行者等への安全
確保の状況を示す
指標

ｋｍ 160.3 161.8 164.4 167.2 168.6 161.6 市道台帳のデータによる

平成18年から、年間500
ｍの整備を目指す。（平
成22年度までに3.7km整
備済み）

道路管
理課

H27目標数値を達成したが、市民の交通安全
確保のため継続し歩道設置整備を行ってい
く。

障害児保育実施保育
所数

避難所標識整備箇所
数

木造耐震診断実施棟
数

自主防災組織の組織
化率
（世帯数割合）

自主防災組織の訓練
実施率

普通救命講習修了者
数

防犯連絡所数

こども１１０番の家
数

歩道設置済市道延長
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び今後の見通し

①
指標項目

44 2 6 4
交通安全の意識高
揚の状況を示す指
標

箇所 388 353 371 385 365 390 実績による
学校等の統廃合が予想さ
れるが、現状維持を目指
す

交通安全指導員事業
生活環
境課

学校数が減少する中、概ね目標に近い形で実
施しているので、今後も継続していく。

45 2 7 1
医師修学資金貸付
の状況を示す指標

人 0 1 2 2 2 5 実績による
毎年１人ずつの貸付を目
指す

健康づ
くり課

目標達成は難しい状況にあるが、今後も継続
して制度の周知、進路情報の収集に努め、地
域医療を担う医師の確保に取り組む。

46 2 8 1
介護保険制度の理
解と介護予防の推
進状況を示す指標

人 40,408 36,079 38,022 34,334 33,711 45,000 実績による おおむね10％増を目指す 地域支援事業
長寿社
会課

介護予防事業への参加者数は、減少してい
る。
地域住民の自主的事業である、№28「ふれあ
いサロン」数は増加しており、今後もこの傾
向が続くものと思われる。

47 2 8 2
高齢者の社会参加
を示す指標

人 12,715 12,206 12,075 11,708 11,351 12,800
一関市老人クラブ連合会
加入実績による

加入者減少の傾向にある
ことから、現状維持を目
指す

老人クラブ等活動費
補助金

長寿社
会課

老人クラブの加入者数は、年々減少してい
る。新規に加入する者が少なく、老人クラブ
加入者の高齢化が進み、今後も減少していく
ことが見込まれる。

48 2 9 1
健康づくりへの市
民意識に対する指
標

人 15,823 15,297 13,701 14,250 16,086 16,300 参加者集計による 毎年0.5％増を目指す 健康教育事業
健康づ
くり課

H25、H26と増加傾向にあるが、参加者の固定
化・高齢化により減少傾向にある。

49 2 9 2
心身の健康維持と
健康づくりへの支
援に対する指標

人 8,685 7,285 6,663 6,934 6,149 9,000 参加者集計による 毎年0.5％増を目指す 健康教育事業
健康づ
くり課

参加者の固定化・高齢化により減少傾向にあ
る。

50 2 9 3
心身の健康維持と
健康づくりへの支
援に対する指標

％ 37.5 39.1 38.6 37.0 36.8 43.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

51 2 9 4

がん
検診
受診
率

胃がん検診
がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 39.0 20.0 19.7 20.7 21.1 44.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

52 2 9 5
大腸がん検
診

がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 41.2 24.3 23.1 25.0 26.9 47.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

交通安全教育の開催
回数

医師修学資金貸付

介護予防事業参加者
数

老人クラブ加入者数

健康教育参加者数

健康相談のべ利用者
数

特定健康診査受診率
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53 2 9 6 肺がん検診
がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 47.6 26.6 21.9 23.6 24.4 53.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

54 2 9 7
子宮がん検
診

がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 30.6 15.0 15.0 23.1 24.3 36.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

55 2 9 8 乳がん検診
がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 36.8 18.5 17.1 28.0 33.8 42.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

56 3 1 1
市民の生涯学習へ
の取り組み状況を
示す指標

人 462,651 447,129 476,454 489,953 491,920 485,000 実績による 5％の増を目指す
生涯学習講座開催事
業

いきが
いづく
り課

全31館中16館において前年度利用者数を上回
り目標数値を達成することができた。平成27
年からは市民センターに移行したが、さらに
事業の充実に努めていく。

57 3 1 2
市民の生涯学習へ
の取り組み状況を
示す指標

団体 960 842 840 726 770 1,200 実績による 1200団体の登録を目指す
いきが
いづく
り課

高齢化による解散など登録団体数は減少に
あったが、26年度には歯止めがかかった。今
後も住民の自主的な活動を奨励していく。

58 3 1 3
市民の生涯学習環
境・読書環境の充
実を示す指標

冊数 583,444 639,545 696,207 765,587 774,615 794,000 実績による
一関市立図書館サービス
計画による

図書館等整備事業
一関図
書館

新一関図書館の開館にあわせて、図書資料の
充実を図った

59 3 1 4
市民の生涯学習環
境・読書環境の充
実を示す指標

冊数 625,661 747,053 708,012 690,126 849,791 894,000 実績による
各図書館地区民一人当た
り年５冊以上の貸出利用
を目指す

図書館等整備事業
一関図
書館

新一関図書館の開館により、貸出冊数が大幅
に伸びているが、新規利用者を増やし目標達
成を目指す。

60 3 2 1
児童生徒の学力の
全国比を示す数値

小学校：
104

中学校：
96

小学校：
105

中学校：
96

小学校：
107

中学校：
101

小学校：
108

中学校：
94

小学校：
107

中学校：
94

小学校：
105

中学校：
100

検査実績による 全国比から＋５を目指す 学力実態調査事業
学校教
育課

調査結果を分析したうえ指導に取り組むこと
とし、特に学力向上のポイントを「算数・数
学」に置いて取り組む。

61 3 2 2
児童生徒の健全育
成を示す指標

％

小学校：
0.22

中学校：
2.11

小学校：
0.25

中学校：
2.66

小学校：
0.31

中学校：
2.72

小学校：
0.47

中学校：
2.07

小学校：
0.37

中学校：
2.39

小学校：
0.20

中学校：
2.00

実績による 出現率の低下を目指す
学校教
育課

目標を達成するよう各学校で取り組みを強化
し、出現率を抑制する。

公民館利用者数

社会教育関係団体登
録数

図書館蔵書冊数

図書館貸出冊数

ＣＲＴ（目標基準準
拠検査）全国比

不登校児童生徒出現
率
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62 3 2 3
学校評議員制度の
導入状況を示す指
標

％

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

実績による
全校への継続設置を目指
す

学校教
育課

小学校34校、中学校18校で設置済み。今後と
も全校設置を継続するよう進める。

63 3 2 4
学校施設の耐震化
への取り組みを示
す指標

％ 77.5
（82.4）

85.4
89.0 95.0 97.6 100.0

（全棟数-昭和56年以降
建築棟数＋耐震化済棟
数）／全棟数

全校舎での実施を目指す
小中学校耐震補強事
業

教育総
務課

平成26年度末で校舎の耐震化が未了となって
おり、耐震性が基準に満たない学校施設は非
木造校舎２棟、木造校舎で３校となってい
る。
平成27年度末時点で耐震化が未了となる施設
は、非木造校舎１棟、木造校舎１棟となる
が、両施設とも今後学校統合予定、協議中の
施設となっている。

64 3 2 5
学校施設の耐震化
への取り組みを示
す指標

％ 91.2
(93.8)
95.2

96.7 98.4 100.0 100.0
（全棟数-昭和57年以降
建築棟数＋耐震化済棟
数）／全棟数

全施設での実施を目指す
小中学校耐震補強事
業

教育総
務課

平成26年度に実施した藤沢中学校屋内運動場
耐震補強工事により、小中学校全ての屋内運
動場の耐震化が終了した。

65 3 2 6
市内企業等への就
職状況を示す指標

％ 15.7 16.8 14.0 13.5 12.6 25.0
管内への就職者数／卒業
者数

25％の就職率を目指す
新規学卒者・求職者
情報化研修事業

労働政
策課

県外への就職希望者が多い現状にあるが、関
係機関会議や学校訪問等により、地元就職及
び定着について連携を図っていく。

66 3 3 1
青少年育成の環境
を図る
指標

団体 146 146 149 144 140 145
一関市スポーツ少年団本
部登録数による

少子化傾向にあることか
ら、現状維持を目指す

スポー
ツ振興
課

少子化の影響が大きく団体数や団員数が減少
傾向にある。

67 3 3 2
学びの意欲化を図
る指標

人 3,421 4,714 5,773 6,743 6,009 3,720 実績による
3720人の参加を目指す
（31館×20人×６回）

いきが
いづく
り課

　目標数値はすでに達成しており、その後も
順調に推移している。次年度以降についても
引き続き内容の充実に努めていきたい。

68 3 4 1
芸術文化活動の活
動状況を示す指標

件 1,134 1,315 1,405 1,166 1,115 1,247 実績による 10％増を目指す
芸術文化鑑賞事業
芸術文化活動奨励事
業

いきが
いづく
り課

一関文化センターの大ホールと小ホールの改
修による利用制限があり利用件数が減少した
が、一関公民館の移転により、文化センター
施設と研修室等の利用件数が増加。施設全体
としての利用件数は増加している。

69 3 4 2
文化・芸術に触れ
る機会を示す指標

人 14,237 11,953 11,761 12,521 13,367 17,000 実績による 20％増を目指す 博物館
入館者数に関しては、ほぼ順調に実績を伸ば
してきている。各種講演会等の実績も増加し
てきている。

70 3 4 3
市民のスポーツへ
の取り組み状況を
示す指標

人 4,289 4,066 7,448 9,237 9,791 5,150 実績による 20％増を目指す
スポー
ツ振興
課

一関市体育協会へ委託している生涯スポーツ
推進事業のスポーツ教室の参加者数及び藤沢
B＆G海洋センターで行われているスイミング
教室の参加者数を合計したものであり、藤沢
との合併により、平成24年度実績より大幅に
増加している。

小中学校への学校評
議員制度の設置率

小中学校校舎の耐震
化率

小中学校屋内運動場
の耐震化率

高等教育機関卒業生
の地元就職率

青少年育成団体活動
数

少年事業参加人数

文化センター利用件
数

一関市博物館入館者
数

スポーツ教室参加者
数
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№

分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値

（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの 担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

①
指標項目

71 3 4 4
市営スポーツ施設
の利用状況を示す
指標

人 769,490 683,367 927,217 868,064 881,905 770,000 実績による
人口減を踏まえ、現状維
持を目指す

スポー
ツ振興
課

利用者は前年度に比べ一関地域では、総合体
育館が４万人の増加、運動公園が２万人の増
加。1～２万人増加したのは花泉、室根、藤
沢地域。１～2万人減少したのは大東、千
厩、東山地域。川崎地域はあまり増減がな
かった。

72 3 4 5

地域住民による自
主的継続的なス
ポーツ・レクリ
エーション活動の
状況を示す指標

団体 1 2 2 2 3 3 設立報告による 3団体の設立を目指す
統合型地域スポーツ
クラブ設立・育成奨
励費取扱要領

スポー
ツ振興
課

平成27年4月1日にグッジョブクラブが設立し
目標となる３団体となった。

73 3 5 1
子どもたちへの人
権教育・啓発の取
り組みを示す指標

回 1 1 1 1 1 1以上 実施状況の把握による
人権の花運動の実施の継
続を目指す

長寿社
会課

人権の花運動のほか、人権作文、人権書道コ
ンテストを通じ、児童・生徒の人権啓発活動
に努めた。今後も継続実施し人権啓発に努め
る。

74 3 5 2
男女共同参画意識
の醸成を示す指標

人 61 61 65 66 67 101
岩手県からの認定者通知
による

毎年各地域１名計8名の
増を目指す

男女共同参画社会
リーダー育成事業

いきが
いづく
り課

男女共同参画への理解を深めるとともに、サ
ポーター養成講座受講助成を活用してもらう
など、受講体制を整え各地域の増を目指す。

75 3 5 3
女性の市政への参
画を示す指標

％ 15.8 9.8 17.1 23.8 33.3 80.0 実績による

男女それぞれの委員数が
委員定数の40％以上であ
る審議会等の数が全審議
会等の８割を目指す

いきが
いづく
り課

それぞれの審議会等を規定する法律、条例等
による委員の選任基準を踏まえ、一関市審議
会等委員への女性の参画促進指針の通知によ
り、取り組みを進める。

76 3 6 1
文化財の調査と適
切な保護・保全の
状況を示す指標

件 230 231 233 231 231 235 文化財悉皆調査による
１年に１件の登録を目指
す

文化財保存管理事業
文化財
課

指定等文化財については、適切な保護に努め
た。未指定文化財については、情報収集に努
め、指定候補物件リストの作成に着手した。

77 3 7 1
骨寺村荘園遺跡の
保全状況を示す指
標

件 14 14 8 2 2 0
景観阻害要因として特定
する物件の現状確認によ
る

景観阻害要因として特定
した物件のうち撤去作業
可能物件の全撤去を目指
す

骨寺荘
園室

目標達成に向け順調に推移

78 3 7 2
骨寺村荘園遺跡の
啓発活動の状況を
示す指標

団体 13 14 14 17 25 20
啓発活動、保全活動に参
加する団体数。

20団体を目指す
骨寺荘
園室

目標達成

79 4 1 1
市民の都市交流を
示す指標

回 32 26 26 25 29 39
市が支援して行われる交
流事業の回数

おおむね20％増加を目指
す

友好交流推進協議会
補助金

まちづ
くり推
進課

友好都市・姉妹都市との交流は継続して実施
されている。
国際姉妹都市に関しては、旧藤沢町で実施し
てきたセントラルハイランズ市への中学生派
遣事業について、藤沢地域のみの対象となっ
ていたことから、H26年度より、藤沢・千厩
地域に拡大し段階的に市内全域に広げていく
こととした。

スポーツ施設利用者
数

総合型地域スポーツ
クラブ設立数

小中学校を対象とし
た人権啓発事業の実
施回数

男女共同参画サポー
ター認定者数

男女それぞれの委員
数が委員定数の40％
以上である審議会等
の数の全審議会等に
対する割合

指定等文化財数

景観阻害要因数

支援団体数

友好都市、姉妹都市
等との交流回数
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№
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№
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③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
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⑩
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⑫
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⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの 担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

①
指標項目

80 4 1 2
市民の国際交流を
示す指標

回 8 9 8 8 8 9
市が事業を支援する国際
交流団体数

全地域での設立を目指す 国際交流事業
まちづ
くり推
進課

既存団体の中で、事実上活動休止状態または
解散の方向になっている団体がある。
既存団体との情報交換を通じ、それぞれの団
体の活動が活発になったり、合同で効果的な
事業を展開していくなどのきっかけづくりと
して、意見交換会の場を設けていく必要があ
る。

81 4 2 1
市道の整備状況を
示す指標

％ 52.7 53.1 53.4 53.6 54.0 55.9 市道台帳データによる おおむね３％増を目指す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

82 4 2 2
うち幹線市
道

主要な市道の整備
状況を示す指標

％ 91.5 91.6 91.6 91.7 92.0 93.7 市道台帳データによる おおむね２％増を目指す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

83 4 2 3
市道の整備状況を
示す指標

％ 49.8 50.8 51.1 51.7 52.2 53.7 市道台帳データによる
おおむね４％の増を目指
す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

84 4 2 4
うち幹線市
道

主要な市道の整備
状況を示す指標

％ 90.9 91.7 91.7 92.0 92.2 93.3 市道台帳データによる
おおむね2.5％の増を目
指す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

85 4 3 1
公共交通の利用を
示す指標

人 4,049 3,688 4,562 4,614 4,251
ＪＲ東日本公表データに
よる

毎年1％の増を目指す
一関市拠点駅推進協
議会補助金

まちづ
くり推
進課

ＪＲ東日本公表後報告（7月末報告見込み）

86 4 4 1
情報通信網の整備
状況を示す指標

％ 0.0 65.0 90.0 99.6 100.0 100.0
受信調査による（Ｈ24年
度開局予定）

100％を目指す
コミュニティＦＭ情
報配信事業

総務課
個別アンテナ対策により、コミュニティーＦ
Ｍ聴取エリア100％を達成した。

87 4 5 1
市民活動の状況を
示す指標

団体 95 93 93 106 125 100

地域づくり団体全国協議
会への登録団体数及び地
域おこし事業への取組み
団体

1年に1団体の増を目指す 地域おこし事業
まちづ
くり推
進課

地域の特性等を活かした地域づくりに対する
民間の取組みが、地域の活性化につながって
いる。実践者団体間の交流にも引き続き力を
入れ、互いに連携を図りながら更に効果的な
事業が実践されるよう努めていく必要があ
る。

88 5 1 1

国・県が指定する類
型河川 （北上川、
磐井川、千厩川、砂
鉄川、有馬川、金流
川、久保川、猿沢
川、黄海川） の水
質状況を示す指標

河川 0 0 0 0 0

県河川水質測定結果によ
る（※H23年度県測定結
果未公表のため、H22年
度の現状を記載）

全ての類型指定河川で水
質基準（BOD値）の達成
を目指す

水質検査事務
生活環
境課

岩手県公表後報告（11月末報告見込み）

国際交流団体数

市道改良率（全路
線）

市道舗装率（全路
線）

一ノ関駅乗車数
（１日あたりの乗車
数）

コミュニティーFM聴
取エリア

地域づくり団体数

環境基準の類型指定
河川における基準値
未達成河川数（BOD
値）
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⑦
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①
指標項目

89 5 1 2
自然の保全と活用
の状況を示す指標

人 25,719 21,550 17,111 14,561 15,659 28,000
ビジターセンターからの
報告による

おおむね10%の増を目指
す

環境教育活動事業
商業観
光課

平成26年度は国道342号線の開通が例年より
遅れ、閉鎖も若干早かったが、ビジターセン
ターの利用者数は対前年比で7.5%増となっ
た。

90 5 2 1
森林愛護の意識醸
成を示す指標

団体 12 12 12 11 11 14 実績による 全地域での設立を目指す
全地域での結成を目
指す

農地林
務課

学校統合により既存の組織数は減少してい
る。今後は未組織地域での結成を目指す。

91 5 3 1
都市公園の整備状
況を示す指標

㎡ 21.9 22.0 22.2 22.4 22.5 23.0
都市公園面積／都市計画
区域内人口

５%増を目指す 都市公園整備事業
都市整
備課

目標数値に近づいている。

92 5 4 1
設置状況を示す指
標

ｋW 1,694 4,568 7,546 14,832 8,762
東北電力㈱一関営業所に
よる

新エネルギービジョン導
入目標値による

生活環
境課

資源エネルギー庁発表（9月末報告見込み）

93 5 4 2
地球温暖化対策の
取り組み状況を示
す指標

ｔCO2 793,900 728,447 776,557 795,400 729,850 統計データによる
省エネルギービジョン消
費量目標値による

生活環
境課

統計データ集計後報告（9月末報告見込み）

94 5 5 1
ごみの減量化の取
り組み状況を示す
指標

g
／
日

747 824 801 852 779 758 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

ごみ減量化等促進対
策事業

生活環
境課

Ｈ26年度末現在数値は速報値（暫定値）

95 5 5 2
うち家庭系
ごみ

家庭でのごみの減
量化の取り組み状
況を示す指標

g
／
日

534 600 577 632 574 556 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

ごみ減量化等促進対
策事業

生活環
境課

Ｈ26年度末現在数値は速報値（暫定値）

96 5 5 3
うち事業系
ごみ

事業所でのごみの
減量化の取り組み
状況を示す指標

g
／
日

214 224 224 220 205 202 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

ごみ減量化等促進対
策事業

生活環
境課

Ｈ26年度末現在数値は速報値（暫定値）

97 5 5 4
ごみの再資源化へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 11.4 15.0 15.5 15.3 17.8 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

資源リサイクル事業
生活環
境課

一般廃止物処理事業実態調査発表後報告。

須川ビジターセン
ター見学者数

森林愛護団体数

1人当たり都市公園
面積

太陽光発電システム
導入量

CO2排出量

1人当たりごみ排出
量（一般廃棄物）

ごみのリサイクル率
（一般廃棄物）
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№

分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値

（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの 担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

①
指標項目

98 5 5 5
一般環境大
気

生活環境保全への
取り組み状況を示
す指標

％ 66.7 75.0 50.0 75.0 100.0
岩手県で実施している測
定結果による

基準達成を目指す ばいじん測定事務
生活環
境課

岩手県公表後報告（9月末報告見込み）

99 5 5 6
自動車排出
ガス

生活環境保全への
取り組み状況を示
す指標

％ 100 100 100 100 100.0
岩手県で実施している測
定結果による

基準達成を目指す ばいじん測定事務
生活環
境課

岩手県公表後報告（9月末報告見込み）

100 5 5 7
有害大気汚
染物質

生活環境保全への
取り組み状況を示
す指標

％ 100 100 100 100 100.0
岩手県で実施している測
定結果による

基準達成を目指す ばいじん測定事務
生活環
境課

岩手県公表後報告（9月末報告見込み）

101 5 6 1
公営住宅及び特定
公共賃貸住宅の管
理戸数

戸 1,287 1,279 1,261 1,239 1,231 1,287 管理実績による
既存ストックの改善及び
活用を基本とし、現状維
持を目指す

住宅政策基本計画策
定事業

都市整
備課

老朽化した住宅は、入居者が退去した場合に
用途廃止をしており、数値（戸数）の減につ
いては、やむを得ない。用途廃止による戸数
減分の整備については、需要の状況を考慮
し、検討する必要がある。

102 5 6 2
市民参加の景観形
成の状況を示す指
標

団体
等

240 177 189 198 190 245
花いっぱいコンクール参
加申し込み者（団体等）
数

毎年１者（団体等）の増
を目指す

まちづ
くり推
進課

管理が大変ということで参加団体が若干減少
したが、平成28年度の国体の機運を盛り上げ
るため引き続き参加者（団体）の増を目指
す。

103 5 7 1
水道水の安定供給
への取り組みを示
す指標

％ 84.9 85.7 86.3 87.6 87.9 90.0
水道統計による
（給水人口／行政人口） 90％を目指す

簡易水道事業
上水道事業

水道部
目標数値に近づいている。配水管路が布設さ
れている地区で接続する世帯が増えれば、目
標数値を上回ることができると思われる。

104 5 7 2
水道水の安定供給
への取り組みを示
す指標

％ 79.4 70.8 72.9 73.1 80.4 87.0 水道統計による 87％を目指す
簡易水道事業
上水道事業

水道部

目標数値に近づいてはいるものの、まだ差が
ある状況にある。引き続き、古くなった配水
管の計画的な更新を行うなど漏水の少ない安
定した水道を目指す。

105 5 8 1
下水道等による生
活排水の処理状況
を示す指標

％ 50.5 53.0 54.8 57.6 59.9 65.5
汚水処理施設整備状況に
よる

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
浄化槽設置整備事業

下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

106 5 8 2
うち公共下
水道供用区
域面積

下水道による生活
排水の処理状況を
示す指標

ha 1,283 1,375 1,438 1,490 1,540 1,690
汚水処理施設整備状況に
よる

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

「

大
気
汚
染
状
況
測
定
結
果
」

環
境
基
準
達
成

率

市営住宅管理戸数

花いっぱいコンクー
ル参加者（団体等）
数

水道普及率（上水
道、簡易水道）

上水道の有収率

汚水処理人口普及率
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№

分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値

（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち

主なもの 担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

①
指標項目

107 5 8 3
うち公共下
水道供用区
域内人口

下水道による生活
排水の処理状況を
示す指標

人 36,623 38,439 40,069 41,581 43,370 45,143
汚水処理施設整備状況に
よる

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

108 5 8 4
下水道等による生
活排水の処理状況
を示す指標

人 54,531 56,482 58,239 60,267 61,296 68,293

年度末現在の公共下水
道、農業集落排水、浄化
槽、コミプラの水洗化人
口を集計。

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
浄化槽設置整備事業

下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

109
第
２
部

2 1

一般市民が参画し
て市の計画や施策
を審議や協議する
場の拡充状況を示
す数値

％ 12.5 21.2 17.0 22.8 22.8 20.0
各審議会等を所管する担
当課へ照会し取りまとめ
たもの。

公募委員設置審議会の占
有率50％を目指す

まちづ
くり推
進課

57の審議会中、13の審議会において、公募あ
るいはスタッフバンクから選任しており、平
成27年度末の目標数値20.0％を上回った結果
となった。今後も、積極的な公募委員の選任
について周知を図っていく。

110
第
２
部

3 1
市の財政の弾力性
を示す指標

％ 84.7 86.8 87.1 88.0 89.3 84.0
平成22年度地方財政状況
調査（決算統計）

健全で持続可能な財政運
営を図るため、財政目標
数値を掲げ、その達成を
目指す

財政課
財政構造の硬直化が進行しているが、行財政
改革の取り組みを一層推進し、指標の好転に
努める。

111
第
２
部

3 2
市の財政の健全性
を示す指標

％ 16.8 15.9 15.3 14.7 14.0 健全化判断比率報告書

健全で持続可能な財政運
営を図るため、財政目標
数値を掲げ、その達成を
目指す

財政課 決算統計後報告（9月末報告見込み）

公募による委員を選
任した市で任意設置
した審議会等の割合

経常収支比率

実質公債費比率

水洗化人口
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